
第３期岡山県障害者計画（だれもが輝く☆おかやまスマイルプラン）最終案
新旧一覧表（計画概要版） 資料５

骨子 項　目 意見等の区分 意見等 の概要（審議会委員・障害者団体名・庁内担当課等） ページ 計画最終案（新） ページ 計画素案（旧） 追加修正理由・県の考え方等 担当課

【第１章 総論】
Ⅶ 障害のある人の現
状

（１）岡山県における障害のある
人の現状

審議会意見

■審議会委員（片山委員）
（意見概要）
計画概要版２ページの「障害のある人の現状」だ
が、精神障害のある人の人数について、いつも問題
になるが、手帳所持者しか書かれておらず、これを
見ると、一般の人は１万人しかいないと考えると思
う。

P.2
計画本編に記載している「厚生労働省
患者調査」の数字（７９，０００人）を概
要版にも入れる。

P.2
※修正理由
審議会意見を反映

障害福祉課
（まちづくり班）
健康推進課

【第１章 総論】
Ⅶ 障害のある人の現
状

Ⅶ 障害のある人の現状
（６）本計画における障害のある
人（障害者）の定義

審議会意見

■審議会委員（平松委員）
（意見概要）
障害者計画概要版２ページの「障害のある人の定
義」について、この箇所を読む限り「難病」という言葉
がない。これは記載されている「その他の心身の機
能の障害がある人」の中に難病のある人も含まれる
のだと思うが、注記があったほうがわかりやすいと
思う。

P.2
「その他の心身の機能の障害がある
人（難病患者等）」

P.2
「その他の心身の機能の障害があ
る人」

※追加理由
審議会意見を反映

医薬安全課

【第１章 総論】
Ⅶ 障害のある人の現
状

Ⅶ 障害のある人の現状
（６）本計画における障害のある
人（障害者）の定義

審議会意見

■審議会委員（薬師寺委員）
（意見概要）
障害者計画本編と一緒に概要版も配るのであれ
ば、障害者計画本編に入っている「社会的障壁」を、
概要版にも入れていただきたい。

P.2
本編同様、概要版にも【障害者基本法
第２条抜粋】（障害者、社会的障壁の
定義）を挿入する。）

P.2
※追加理由
審議会意見を反映

障害福祉課
（まちづくり班）

【第１章 総論】
Ⅷ 障害保健福祉圏域
の設定

【第１章 総論】
Ⅷ 障害保健福祉圏域の設定 団体意見

■岡山県自閉症協会
○障害保健福祉圏域の設定・岡山市との連携
圏域が細分化されることにより、より身近の場所で
サービス等の提供が可能になるのは有り難いことだ
と思いますが、圏域の境界にこだわることなく利用者
の利便性を考えた扱いをしていただきたい。また、政
令指定都市である岡山市との連携をさらに進めてい
ただきたい。
岡山市は政令市ということで、独自に施策を推進す
るということが強くなっているが、別々に施策を進め
ることで、問題が生じてくることもあると思う。
特に、岡山市は、多くの障害のある人が生活してお
り影響は大きい。県としても岡山市の施策ともよく連
携してほしい。

（以下を追加）
「障害保健福祉圏域の改訂後も、県の
障害福祉施策の実施に当たっては、
地域自立支援協議会や担当者会議、
各種研修の場などを活用し、圏域間の
情報共有等を行い、政令市、中核市も
含め各市町村と密接に連携を図りな
がら推進するものとします。」

P.4

※追加理由
（県の考え方）
・障害福祉サービス事業者等の指定
において、県と同等の権限を有する
政令市、中核市等とは定期的に情報
交換会を実施するなど、連携に努め
ているところです。

障害福祉課

Ⅰ　啓発・広報・社会参
加

１ 啓発・広報活動の推進
（２）様々な啓発・広報活動の推
進
①様々な啓発・広報活動

審議会意見
団体意見

■各障害者団体
あいサポート運動に参加してほしい。

■片山委員
中国地方では岡山県だけがあいサポート運動を実
施していない。他に全国で３県程度実施していて、
我々としては、中国地方から発信したいという思い
がある。

■岡山県自閉症協会
○世界自閉症啓発デーや発達障害者週間に対応し
て行政機関の積極的な活動をお願いしたい。

○発達障害についての啓発と併せて、発達障害の
ある人に対しての対応方法をまとめたものも、次回
の発達障害者週間で配付したい。

○「障害者週間」を「障害者月間」に変えて欲しい。

「●様々な啓発・広報活動・あいサ
ポート運動の推進
平成２８年４月からの「障害者差別解
消法」の施行に伴い、制度の周知や差
別の解消に向けて、広く県民に啓発し
ていきます。障害者週間（１２月３日～
９日）等での啓発・広報活動を関係団
体等と連携して取り組み、障害のある
人に対する理解や関心の推進や、障
害のある人の社会参加を促進します。
また、平成２８年から「あいサポート運
動」を創設した鳥取県と運動の推進に
関する協定を締結し、あいサポーター
（あいサポート運動を実践していただく
方々）の養成等に取り組みます。あい
サポート運動を推進していくことによっ
て、県民の中で、「ちょっとした手助け」
によって人が人を支える意識を継続的
に醸成していきます。」

P.5

「●様々な啓発・広報活動
平成２８年４月からの「障害者差別
解消法」の施行に伴い、制度の周知
や差別の解消に向けて、広く県民に
啓発していきます。障害者週間（１２
月３日～９日）等での啓発・広報活
動を推進し、障害のある人に対する
理解や関心の推進や、障害のある
人の社会参加を促進します。また、
啓発活動等の一環で、あいサポート
運動を紹介していきます。」

※追加理由
（県の考え方）

・新たに「あいサポート運動」に取り組
むこと等によって、障害者週間と合わ
せて、様々な機会を活用して普及啓
発を推進していきます。
・啓発活動を効果的に進めていくた
めには、障害者団体との連携が重要
であると考えます。

障害福祉課
（福祉のまちづくり
班）
（福祉推進班）
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Ⅰ　啓発・広報・社会参
加

２　学校教育及び社会教育の充
実等
（１）障害のある人への理解の促
進

団体意見

【様々な障害のあることに対する理解】
■岡山県視覚障害者協会
　視覚障害には、全盲だけでなく、弱視や、色盲な
ど、見えにくさにも様々な状態があることを理解して
いただきたい。

■岡山盲ろう者友の会
　「盲ろう」という障害があるということが浸透してい
ない。
福祉や教育の現場で、盲ろうの人と関われるような
機会を作っていただきたい。

■岡山県手をつなぐ育成会
　ある市の地域福祉計画では、身体障害のある人
が中心となっている。作成担当者は福祉に関わって
いる人間なのに、障害には、知的や精神もあること
を忘れてしまっている。身体障害が優先されている
気がする。
様々な障害があることも啓発してほしい。

「●障害特性の理解に向けた普及啓
発
県民に対して、主な障害特性の知識
や、配慮すべき対応事例等について
普及啓発を行います。また、障害が多
様化、重複化している中で、障害のあ
る人の実情に配慮して対応していくこ
とが大切であることも周知していきま
す。」

※追加理由
団体意見を反映

障害福祉課
（まちづくり班）

Ⅰ 啓発・広報・社会参
加

２　学校教育及び社会教育の充
実等
（２）学校教育及び社会教育の充
実

パブリックコメント

■パブリックコメント
「障害のある幼児児童生徒と障害のない幼児児童
生徒との交流活動を一層進めることで」に関しては、
「共に学ぶ活動を積極的に」に変更していただきた
い。その、理由は、以下の３点。

①障害者権利条約第２４条「障害のある人が障害を
理由として一般教育制度から排除されないこと」とあ
ること。
②障害者基本法第１６条「可能な限り障害者である
児童および生徒が障害者でない児童および生徒と
共に教育を受けられるように配慮しつつ」とあるこ
と。
③2011年6月15日の衆議院内閣委員会議事録で末
松副大臣が、１６条の趣旨を、「全ての国民が、障害
の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格
と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現する
と書いてある。

P.6

「(2)学校教育及び社会教育の充実
障害のある幼児児童生徒と障害のな
い幼児児童生徒との相互理解を深め
るための交流及び共同学習を一層進
めることで、障害のある人に対する理
解の促進と適切な対応に努めます。」

P.6

「(2)学校教育及び社会教育の充実
障害のある幼児児童生徒と障害の
ない幼児児童生徒との相互理解を
深めるための交流活動を一層進め
ることで、障害のある人に対する理
解の促進と適切な対応に努めま
す。」

※修正理由
パブリックコメントの意見を反映

※県の考え方
御指摘のように障害のある幼児児童
生徒と障害のない幼児児童生徒が
共に学ぶことは、両者が経験を広
め、社会性を養い、豊かな人間性を
育て、多様性を尊重する心を育むこ
とになることから、「交流活動」を「交
流及び共同学習」と修正します。

教育庁特別支援教
育課

Ⅰ　啓発・広報・社会参
加

２　学校教育及び社会教育の充
実等
３　ボランティア活動等の推進

審議会意見
■審議会委員（薬師寺委員）
「障害や障害のある人に関わる」という表現について
検討して欲しい。

P.6
「・・・・・・障害のある人と関わる取組
（こと）・・・・」

P.6
「・・・・・・障害や障害のある人に関
わる取組（こと）・・・・」

※修正理由
審議会意見を反映

障害福祉課、教育
庁高校教育課・特別
支援教育課・保健体
育課・生涯学習課

Ⅰ　啓発・広報・社会参
加

４　障害のある人の社会参加の
促進

団体意見
■岡山県身体障害者福祉連合会
「障害のある人のくらしと権利の相談事業」
 →「障害者総合相談事業」

P.7 「障害者総合相談事業」 P.6
「障害のある人のくらしと権利の相
談事業」

※修正理由
団体意見を反映

障害福祉課
（福祉推進班）

Ⅱ 生活支援

１　相談支援体制の構築
（２）発達障害のある人への相談
支援

庁内確認 健康推進課 P.7

「②発達障害のある人のトータルライフ
支援
各保健所・支所における、専門医によ
る発達障害の疑いのある子どもの相
談の実施や、小児科医師等の研修や
関係機関の連携強化等によって、早
期発見、早期支援及びライフステージ
を通じ一貫した支援に向けた環境整
備を図ります。」

P.7

「②発達障害のある人のトータルラ
イフ支援
各保健所・支所における、専門医に
よる発達障害の疑いのある子ども
の相談の実施や、小児科医師等の
研修や関係機関の連携強化等に
よって、早期発見、早期療養及びラ
イフステージを通じ一貫した支援に
向けた環境整備を図ります。」

※修正理由
事業・取組内容の確認による

健康推進課
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Ⅱ 生活支援
６　福祉用具等の研究開発及び
身体障害者補助犬の育成等

団体意見
■岡山県身体障害者福祉連合会
　身体障害者補助犬について

P.10 身体障害者補助犬を同伴した P.10 身体障害者補助犬を使用する
※修正理由
団体意見を反映

障害福祉課
（福祉推進班）

Ⅲ 生活環境

１　障害のある人に配慮したまち
づくりの総合的な推進
(1)福祉のまちづくりの総合的な
推進

団体意見

■岡山県身体障害者福祉連合会
　　「心」､「情報」、「物」の３つのバリアフリー
→（「制度」を加え）４つのバリアフリー
　∵障害者差別解消法の施行においては、合理的
配慮として、ルール・慣行の柔軟な変更　が求めら
れており、整合性を図る必要がある。

P.11

「「岡山県福祉のまちづくり条例」に基
づき、県民総参加で｢心｣、｢情報｣、｢
物｣の３つのバリアフリーによる福祉の
まちづくりを一層推進します。また、障
害者差別解消法の施行に伴い、ルー
ル・慣行の柔軟な変更等の合理的配
慮について、積極的な理解と協力を呼
びかけ推進していきます。併せて、「あ
いサポート運動」を推進していくことに
よって、県民の中で、「ちょっとした手
助け」によって人が人を支える意識を
継続的に醸成していきます。」

P.10

「「岡山県福祉のまちづくり条例」に
基づき、県民総参加で｢心｣、｢情
報｣、｢物｣の３つのバリアフリーによ
る福祉のまちづくりを一層推進しま
す。」

※追加理由
団体意見を反映

新規施策等を反映

障害福祉課
（福祉のまちづくり
班）

Ⅲ 生活環境
２　住宅の確保・生活関連施設の
バリアフリー化

庁内確認 住宅課 P.11

「（１）公営住宅等のバリアフリー化等
の推進」

「公営住宅等での障害のある人に対す
る入居における抽選の優遇」

P.11

「（１）公営住宅等のバリアフリー化
等」

「公営住宅等での障害のある人に
対する優先入居の実施」

※修正理由
事業・取組内容の確認による

住宅課

P.8

「精神障害のある人が障害福祉サービ
スを適切に利用することができるよう、
意思決定の支援に配慮しつつ必要な
支援等を行います。精神保健福祉セン
ターにおいて、知識の普及・調査研究
や相談指導事業及び保健所や市町村
等に対する技術指導・援助を行いま
す。 また、多職種による訪問支援チー
ムを設置し、地域生活定着のため訪
問支援活動を行います。併せて、精神
障害のある人、発達障害のある人及
び高次脳機能障害のある人に関わる
支援者間で、障害特性、適切な対応
及び現状の課題等について情報を共
有し、連携を図っていきます。」

※追加理由
審議会・団体意見を反映

※県の考え方
（健康推進課）
○情報の共有は重要なことと考えて
います。また、支援者に限らず、広く
県民に障害への理解を深めてもらう
ため、精神障害、発達障害、高次脳
機能障害等の障害の特性の概要を
盛り込んだリーフレットを作成してい
ます（障害福祉課)。
　支援の現場でどうすれば、必要な
情報共有が図られるようになるかな
ど、今後、現状の把握に努めなが
ら、対応策を検討していきたいと考え
ています。

（障害福祉課）
発達障害がベースにある精神障害
の問題については、双方の支援機関
や支援団体等が連携して取り組んで
行く必要があると考えています。

（健康推進課）
○精神障害のある人の相談につい
ては、県下の保健所・支所及び精神
保健福祉センターにおいて、心の健
康に関する不安や悩み相談に応じて
いるところです。　今後とも、こうした
保健所・支所等の相談窓口の周知
や関係機関との連携強化を図り、支
援の充実に努めたいと考えていま
す。

健康推進課
障害福祉課
（福祉推進班）

Ⅱ 生活支援
１　相談支援体制の構築
（５）精神障害のある人等に対す
る相談支援

審議会・団体意見

【精神障害のある人、発達障害のある人及び高次脳
機能障害のある人に関わる支援者間の連携や、身
近な場所での相談支援について】

■審議会委員（綾部委員）
　身体障害のある人、知的障害のある人と同様に、
精神障害のある人についても、相談制度を整備して
ほしい。実施している市町村もある。まだまだ引きこ
もっている人等がたくさんいるので、岡山県でもぜ
ひ、身近な相談支援の整備化に向けて支援いただ
きたい。

■岡山県精神障害者家族会連合会
○精神障害と発達障害及び高次脳機能障害の支援
の連携が必要。発達障害や高次脳機能障害につい
ての情報が得られるネットワークや機会があれば有
り難い。精神障害の支援の現場にいても、発達障害
及び高次脳機能障害について、ほとんど情報が入っ
てこない。発達障害は精神障害の中に入っている
が、支援の現場では別々になっている。
○市町村や保健所につなげる前の、家族に対する
身近な相談支援を充実して欲しい。

■岡山県自閉症協会
　障害種別間（精神障害・発達障害等）の関係者間
の連携については、我々も前向きに取り組んでいき
たい。特に学校教育が終わった成人期以降の支援
も大切である。

P.8

「精神障害のある人が障害福祉
サービスを適切に利用することがで
きるよう、意思決定の支援に配慮し
つつ必要な支援等を行います。精
神保健福祉センターにおいて、知識
の普及・調査研究や相談指導事業
及び保健所や市町村等に対する技
術指導・援助を行います。 また、多
職種による訪問支援チームを設置
し、地域生活定着のため訪問支援
活動を行います。」
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Ⅳ 教育・スポーツ・文
化芸術活動・国際交流
等

１　特別支援教育推進のための
取組
（５）就学前、小学校、中学校、高
等学校等における特別支援教育
の充実

【第２章 施策の展開】（重点施策
と主要事業）
【第３章 事業一覧】

庁内確認
障害福祉課
教育庁特別支援教育課

P.13

「①就学前における支援の充実
・早期支援のための関係機関との連
携、幼稚園等教職員の特別支援教育
に関する専門性向上。
・適切な就学に向けた支援の充実、就
学前後における関係機関連携強化事
業及び就学前からの支援の継続・学
校園間の連携。」

P.13

「①就学前における支援の充実
・早期支援のための関係機関との
連携、幼稚園等教職員の特別支援
教育に関する専門性向上。
・適切な就学に向けた支援の充実、
及び就学前からの支援の継続・学
校園間の連携。」

※修正理由
事業・取組内容の確認による

障害福祉課
（福祉推進班）
教育庁特別支援教
育課

Ⅴ　雇用・就業・経済的
自立の支援

３　一般就労への移行推進
パブリックコメント

団体意見

「就労移行支援事業の役割が拡大しているにもかか
わらず、事業所自体が減少傾向にある。一般就労
への移行実績が問われることも一因と思われる。現
状では数値目標の達成は難しいため、適切な対応
をお願いしたい。」

■岡山県自閉症協会
自分にあった職業選択ができる相談先の確保や就
労準備の場を充実してほしい。

P.16

「こうした就労系サービスからの一般
就労が促進されるよう、障害者就業・
生活支援センターと連携した就労アセ
スメントの実施等による支援を進めま
す。あわせて、相談支援事業所等の
関係機関がアセスメントの情報を共有
し、障害のある人が最も適した「働く
場」に円滑に移行できるよう継続的な
支援に努めます。」

P.16

「こうした就労系サービスからの一
般就労が促進されるよう、障害者就
業・生活支援センターと連携した就
労アセスメントの実施等による支援
を進めます。」

※追加理由
パブリックコメント・団体意見を反映
（県の考え方）
○一般就労への移行については、障
害者就業・生活支援センターが中心
となって、効果的な支援方法の普及
等に取り組むこととしており、就労移
行支援事業所も含めて関係機関が
連携し、目標の達成を目指したいと
考えています。

○障害者就業・生活支援センターを
広く周知し、就業を希望する障害の
ある人の要望にきめ細かに対応でき
るよう相談支援体制の充実を図るこ
ととしています。

障害福祉課
（障害者支援班）

Ⅴ　雇用・就業・経済的
自立の支援

４　障害特性に応じた就労支援
及び多様な就業の機会の確保

庁内確認 障害福祉課 P.17

「精神障害や発達障害の特性に応じ
た就労支援の充実・強化を図るため、
障害に関する事業主等の理解を促進
し、精神障害等のある人の雇用拡大を
図るとともに、就労支援機関が医療機
関と連携を図りつつ、就労の定着を促
進します。」

P.16

「発達障害等の特性に応じた就労
支援の充実・強化を図ります。ま
た、事業主等の理解を促進し、精神
障害のある人の雇用拡大を図るとと
もに、就労支援機関が医療機関と
連携を図りつつ、就労の定着を促進
します。」

※修正理由
事業・取組内容の確認による

障害福祉課
（福祉推進班）

Ⅴ　雇用・就業・経済的
自立の支援

５　福祉的就労の底上げ工賃向
上等及び障害者優先調達等の
推進

庁内確認 障害福祉課 P.17 「障害者優先調達」 P.16 「障害物優先調達」
※修正理由
語句修正

障害福祉課

Ⅳ　保健・医療

５　障害の原因となる疾病等の予
防・早期発見・治療
（１）疾病・障害等の早期発見・治
療・早期療養の推進等

庁内確認
障害福祉課
健康推進課

P.19

「妊産婦健診、乳幼児及び児童に対す
る健康診査、保健指導の適切な実施、
周産期医療・小児医療体制の確保とと
もに、疾病等の早期発見及び治療、早
期療養を図ります。また、障害の早期
発見と早期療育を図るため、療育に知
見と経験を有する医療・福祉の専門職
の確保を図ります。
また、発達障害の早期発見や適切な
支援のための体制を整備するため、
子どもの心の診療拠点病院を中心
に、各地域において、発達障害に専門
的に携わる医師や関係専門職の育成
等を図り、全県的なネットワークの構
築を進めます。」

P.19

「妊産婦健診、乳幼児及び児童に
対する健康診査、保健指導の適切
な実施、周産期医療・小児医療体
制の確保とともに、疾病等の早期発
見及び治療、早期療養を図ります。
また、障害の早期発見と早期療育
を図るため、療育に知見と経験を有
する医療・福祉の専門職の確保を
図ります。」

※追加理由
現在策定中の次期岡山県保健医療
計画との整合性の点から追加する。

障害福祉課
(福祉推進班)
健康推進課
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Ⅳ 情報アクセシビリ
ティ

１　情報通信における情報アクセ
シビリティの向上

団体意見

■岡山県身体障害者福祉連合会
「アクセシビリティ」、「ウェブアクセシビリティ」と言う
言葉は馴染みがない言葉であるため、
→日本語に置き換える、又は注釈を加える

P.20

（以下の注釈をつける）
「※アクセシビリティ
年齢や身体障害の有無に関係なく、誰
でも必要とする情報に簡単にたどり着
け、利用できることをいいます。」

「※ウェブアクセシビリティ：障害のある
人や高齢者を含む誰もが、ウェブで提
供されている情報を利用しやすくする
ことをいいます。」

P.19 （追加）
※追加理由
団体意見を反映

障害福祉課
情報政策課

Ⅷ　安全・安心

１　防災対策の推進
（１）災害に強い地域づくりの推進

【第２章 施策の展開】（重点施策
と主要事業）

庁内確認 保健福祉課 P.22

「● 福祉避難所の指定促進
今後発生が想定される大規模地震
や、台風などの風水害による被災に対
して、福祉避難所の指定箇所数の増
加や施設・設備の拡充、住民への周
知等をあらかじめ十分行っておくよう
市町村への働きかけに努めます。」

P.21

「●福祉避難所の指定促進
今後発生が想定される大規模地震
や、台風などの風水害による被災に
対して、市町村において、あらかじ
め十分な福祉避難所を確保しておく
よう、指定箇所数の増加や施設・設
備の拡充、住民への周知等の市町
村の働きかけに努めます。」

※修正理由
事業・取組内容の確認による

保健福祉課

Ⅷ　安全・安心
１  防災対策の推進
（２）ハード・ソフト一体となった土
砂災害防止対策

庁内確認 防災砂防課 P.22

「○土砂災害のおそれのある箇所のう
ち、緊急性の高い箇所から、砂防、地
すべり対策、急傾斜崩壊対策事業等
のハード対策を順次整備します。」

P.21

「○土砂災害のおそれのある個所
のうち、緊急性の高い箇所から、砂
防、地すべり、急傾斜崩壊対策事業
等のハード対策を順次推進しま
す。」

※修正理由
語句の修正

防災砂防課
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１ 防災対策の推進
（３）障害特性に配慮した情報伝
達の体制整備

P.22

「災害発生時、又は災害が発生するお
それがある場合に、障害のある人等に
対して適切に情報を伝達できるよう、
民間事業者等の協力を得つつ、障害
特性等に配慮した情報伝達や、情報
伝達の多重化等の体制整備を促進し
ます。なお、必要とされる情報伝達の
方法等は、障害の特性・程度等によっ
て様々であることに留意します。特に、
視覚障害のある人や聴覚障害のある
人等は情報の取得や意思疎通が制限
されるため配慮が必要です。」

P.21

「災害発生時、又は災害が発生する
おそれがある場合に障害のある人
に対して適切に情報を伝達できるよ
う、民間事業者等の協力を得つつ、
障害特性に配慮した情報伝達や、
情報伝達の多重化等の体制整備を
促進します。」

保健福祉課
障害福祉課

１ 防災対策の推進
（４）災害時における要配慮者等
の安全確保

P.23

「（４）災害時における要配慮者の安全
確保
平常時より避難行動要支援者に関す
る情報を把握して避難行動要支援者
名簿を作成し、災害発生時に効果的
な利用と関係者の情報共有により、避
難行動要支援者に対する避難支援や
迅速な安否確認等が適切に行われる
よう市町村に働きかけます。さらに、個
別の避難支援計画の作成について
も、市町村に対し、視覚障害のある人
等、移動に著しい困難を有する人への
安全に配慮した避難行動の支援や、
避難行動支援等に対する地域におけ
る共助力の向上が図られるよう働きか
けます。」

P.22

「（４）災害時における要配慮者の安
全確保
平常時より避難行動要支援者に関
する情報を把握して避難行動要支
援者名簿を作成し、災害発生時に
効果的な利用と関係者の情報共有
により、避難行動要支援者に対する
避難支援や迅速な安否確認等が適
切に行われるよう市町村に働きか
けます。」

危機管理課
保健福祉課
障害福祉課

Ⅷ　安全・安心

１　防災対策の推進
（５）福祉避難所の確保・バリアフ
リー化の推進・必要な物資の確
保等

庁内確認 保健福祉課 P.23

「福祉避難所、応急仮設住宅のバリア
フリー化を推進するとともに、避難所に
おいて障害のある人が、必要な物資を
含め、支援を得ることができるよう、市
町村における必要な体制整備を支援
します。また、市町村が要配慮者等の
受入体制の充実を図ることで、災害発
生時に福祉避難所を適切に開設・運
営できるよう体制づくりを進めるよう働
きかけます。」

P.22

「福祉避難所、応急仮設住宅のバリ
アフリー化を推進するとともに、避難
所において障害のある人が、必要
な物資を含め、支援を得ることがで
きるよう、市町村における必要な体
制整備を支援します。また、必要と
なる物資・器財の確保のための支
援を行い、体制整備の充実を図りま
す。」

※修正理由
事業・取組内容の確認による

保健福祉課

Ⅷ　安全・安心
２ 防犯・交通安全対策の推進
(2)　安全・安心のまちづくり 庁内確認 くらし安全安心課 P.23

「岡山県犯罪のない安全・安心まちづ
くり条例」に基づき、市町村、関係団
体、事業者及び障害のある人も含め
たすべての県民との連携協働により、
安全・安心なまちづくりを推進します。

P.22

「岡山県犯罪のない安全・安心まち
づくり条例」に基づき、市町村、関係
団体、事業者等及び障害のある人
も含めたすべての県民との連携協
働により、安全・安心なまちづくりを
推進します。

※修正理由
事業・取組内容の確認による

くらし安全安心課

Ⅷ　安全・安心 団体意見

■岡山県視覚障害者協会
○災害時、目の見えない人に対する周囲の援護に
も取り組むよう、計画の中に入れていただきたい。災
害のときは、周りが見えないので困る。また、音声や
点字などを使った対策をお願いしたい。

○避難所の多くが小学校であるが、そこにたどり着く
までが不安である。災害時は交差点の信号も止まる
ので、非常に困る。

○各市町村で視覚障害のある人に対する手引きな
どを周知していただきたい。

■岡山県聴覚障害者福祉協会
○意思疎通支援
周りの状況が目に見えても、情報が入ってこないと
いうのは大きい。３日目までは自助。それから福祉
避難所。コミュニケーションがとれるように配慮して
いただきたい。

○福祉避難所等
・実際の設置は市町村で行うことになるとは思うが、
市町村間で格差があると思う。
・県としても、（耳が聞こえない人向けに）福祉避難
所を１箇所作って欲しい。
・福祉避難所がどこにあるかがわからない人も多い
と思う。

○災害救援専門ボランティア
問い合わせしても、県民生活交通課→保健福祉課
→障害福祉課といった形で、様々な課をまたいで、
時間がかかる。早急に整えていただきたい。

■岡山盲ろう者友の会
盲ろう者は情報の取得が特に難しい。点字が読めな
い人もいる。タクシーも呼べない。様々なレベルの人
がいる。市町村にボランティアを頼むときもあるが、
特に災害の時に困る。

※追加理由
団体意見を反映

※県の考え方
視覚障害のある方や移動に著しい困
難を有する方など自ら避難すること
が困難な方で特に避難の支援を要
する方は、災害対策基本法で「避難
行動要支援者」という位置づけとなっ
ており、避難行動要支援者の避難支
援を実施するための基礎となる名簿
（避難行動要支援者名簿）の作成や
避難支援の実効性を高めるための
個別計画の策定は各市町村が行う
こととなっています。
そのため、御意見にあるような避難
行動要支援者や地域の実情を踏ま
えた個別の避難支援対策が進むよう
市町村に働きかけているところです。
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骨子 項　目 意見等の区分 意見等 の概要（審議会委員・障害者団体名・庁内担当課等） ページ 計画最終案（新） ページ 計画素案（旧） 追加修正理由・県の考え方等 担当課

Ⅷ　安全・安心 ２ 防犯・交通安全対策の推進
(2)　安全・安心のまちづくり

庁内確認 くらし安全安心課 P.24
「③・・消費生活相談の受付や、相談
員等に対する研修・・・」

P.22
「③・・「消費者相談の受付や、相談
員等の障害のある人の理解のため
の研修・・・」

※修正理由
事業・取組内容の確認による

くらし安全安心課

Ⅰ　啓発・広報・社会参
加

【第３章 数値目標】

「今住んでいる地域の行事に参
加している」と回答した生徒の割
合

庁内確認 教育庁義務教育課 P.26

「今住んでいる地域の行事に参加して
いる」と回答した生徒の割合
目標年度　：　　H３１

P.24

「「今住んでいる地域の行事に参加
している」と回答した生徒の割合」
目標年度　：　H２８

※修正理由
創生総合戦略策定に伴うＫＰＩとの整
合

教育庁義務教育課

Ⅱ 生活支援

【第４章　数値目標】
「障害のある人の地域生活の支
援（地域生活支援拠点等の整
備）」

庁内確認 障害福祉課 P.26
「障害のある人の地域生活の支援（地
域生活支援拠点等の整備）」
目標年度　： Ｈ２９

P.24
「障害のある人の地域生活の支援
（地域生活支援拠点等の整備）」
目標年度　： Ｈ３２

※修正理由
障害者計画の終期に併せて、Ｈ３２と
していたが、元々、第４期障害福祉
計画では、Ｈ２９を目標年度としてい
たため、障害福祉計画と整合させる
もの。

障害福祉課

Ⅳ 教育・文化芸術活
動・スポーツ・国際交流
等

【第３章　数値目標】
「学校支援地域本部の設置等を
行っている中学校区の割合」

庁内確認 教育庁生涯学習課 P.27

「学校支援地域本部の設置等を行って
いる中学校区の割合」
現状　現状数値：８３．０％
　　　　根拠年度：Ｈ２６
目標　根拠年度：Ｈ２８

P.25

「学校支援地域本部の設置等を
行っている中学校区の割合」
現状　現状数値：７１％
　　　　根拠年度：Ｈ２５
目標　根拠年度：Ｈ３１

※修正理由
素案では「いきいき子どもプラン２０１
５」の目標数値を使用ということで、
現状をプラン策定時のものを入れて
いたが、Ｈ２６の実績値も出ているた
め修正。

Ｈ２８に100％を目標（生き活きプラ
ン）としているが、「いきいき子どもプ
ラン２０１５」の終期がＨ３１までである
ことから、素案ではその終期を目標
年度としていたが、本計画では、項
目毎にで目標年度が異なっているの
で、本来の目標年度であるＨ２８に修
正するもの。

教育庁生涯学習課

Ⅳ 教育・文化芸術活
動・スポーツ・国際交流
等

【第３章　数値目標】
家庭教育相談員の養成

庁内確認 教育庁生涯学習課 P.27

家庭教育相談員の養成
現状　現状数値：９０３人
　　　根拠年度：Ｈ２６

P.25

家庭教育相談員の養成
現状　現状数値：８６９人
　　　根拠年度：Ｈ２５

※修正理由
素案では「いきいき子どもプラン２０１
５」の目標数値を使用ということで、
現状をプラン策定時のものを入れて
いたが、Ｈ２６の実績値も出ているた
め修正。

教育庁生涯学習課

Ⅵ 保健・医療
【第４章 数値目標】
１　保健・医療の充実等
（１）地域医療体制の充実等

庁内確認 長寿社会課 P.27 （１月当たり）を削除 P.25

・定期巡回・随時対応型訪問介護看
護の利用者数（１月当たり）
・複合型サービス（看護小規模多機
能型居宅介護）の利用者数（１月当
たり）

※修正理由
語句の修正

長寿社会課

Ⅵ 保健・医療

【第３章 数値目標】
「その年度において、いじめが解
消している、又は一定の解消が
得られたが継続支援中である公
立学校の割合」

庁内確認 教育庁義務教育課 P.27

「その年度において、いじめが解消し
ている、又は一定の解消が得られたが
継続支援中である公立学校の割合」
現状数値　：　９８．０％

P.25

「その年度において、いじめが解消
している、又は一定の解消が得られ
たが継続支援中である公立学校の
割合」
現状数値　：　９７．７％

※修正理由
確定数値の反映

教育庁義務教育課

Ⅷ　安全・安心

【第３章 数値目標】

「区域指定等により土砂災害の
避難体制を整える箇所数」　の現
状

庁内確認 防災砂防課 P.27
現状
「9,316箇所」

P.25
現状
「8,125箇所」

※修正理由
確定数値の反映

防災砂防課
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